
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

柔らかい区画整理 事例集

平成29年2月

国土交通省 都市局 市街地整備課



掲載事例一覧（14地区）

※カッコ内は事業計画変更年度

地区名（所在地） 事業認可年度 事業完了年度

①工夫を凝らした中心市街地の活性化 ①-1 須崎町地区（福岡県直方市） H19 H25

②-1 大阪市茶屋町地区（大阪府大阪市） H22 H28

③-1 有楽町一丁目地区（東京都千代田区） H24 H26

③-2 渋谷二丁目21地区（東京都渋谷区） H20 H23

③-3 藤井寺市藤井寺駅北地区（大阪府藤井寺市） H25 H27

④大幅な更新を伴わない既成市街地の修復 ④-1 篠崎駅西部（２班）地区（東京都江戸川区） H17 H31

⑤-1 堀江・猫実Ｂ地区（千葉県浦安市） H20 H30

⑤-2 根岸三丁目中央地区（東京都台東区） H21 H24

⑤-3 太子堂円泉ヶ丘地区（東京都世田谷区） H19 H21

⑤-4 中須賀地区（高知県高知市） H26 H46

⑥公図混乱地区の解消 ⑥-1 平松本町第三地区（栃木県宇都宮市） H22 H26

⑦-1 中央第二地区（群馬県高崎市） H10(H24) H45

⑦-2 岩沢北部地区（埼玉県飯能市） H6(H21) H40

⑦-3 東長崎平間・東地区（長崎県長崎市） H14(H23) H28

②点在する空地の集約化による土地の有効利用

③細分化された街区の再編成と既存公共空間の有効利用

⑤工夫を凝らした密集市街地の解消

⑦事業停滞地区の見直し
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須崎町地区の概要

【福岡県直方市】
 施行面積：約３ha
 施行期間：平成１９～２５年度
 施 行 者：直方市
 事 業 費：約１７．６億円

事業の特徴

駅前でありながら低未利用地や住宅が混在する地区であり、中

心市街地活性化基本計画に区画整理事業が位置付けられた

郊外部に立地する病院の区域内への移転が行われ、また基盤

整備により交通利便性が向上し、中心市街地の活性化に寄与し

ている

整備状況

事例①-1：集約換地により都市機能移転用地を確保した区画整理

 基盤及び街区の再編を行うことにより、駅前街区への病院移転を誘導し、病院利用者数の増加、周
辺商業施設への波及効果など中心市街地の活性化を図った事業

集約換地により、域外からの

病院の移転用地を確保低未利用地や住宅が混在

【工夫を凝らした中心市街地の活性化】

従前の地区の状況 事業計画図 2



茶屋町地区の概要

【大阪府大阪市】
 施行面積：約０．９ha
 施行期間：平成２２～２８年度
 施 行 者：個人
 事 業 費：約２．５億円

事業の特徴

梅田駅前にある小学校跡地を活用した土地有効活用による宅地の

利用増進、賑わいの創出

区画道路の拡幅整備（5.5m→12m、歩道・電線共同溝整備）

地区内に通路や広場などを確保し、安全で良好な歩行者環境を創出

整備状況

事例②-1：公有空地を活用した敷地整序型区画整理

 都心の駅前に残された学校跡地を活用し、宅地利用増進・賑わい創出を目的として実施されている、
敷地整序型の事業

企業ビル

【点在する空地等の集約化による土地の有効利用】

小学校跡地

広場や敷地内通路を整
備し、歩行空間を確保

A-1地区
⇒区画整理に合
わせ企業ビルを
建替え

A-2地区
⇒大学が移転

従前の地区の状況 従後の地区の状況（地区計画区域）
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有楽町一丁目地区の概要

【東京都千代田区】
 施行面積：約１．４ha
 施行期間：平成２４～２９年度
 施 行 者：三井不動産株式会社
 事 業 費：約２．１億円

事業の特徴

 ２街区間の道路を付け替えることで大街区を形成

 あわせて、付け替えた道路用地を災害時の滞留空間にもなる広

場として整備 。地区計画により機能を担保

整備状況

事例③-1：道路付替えによる大街区化と広場空間整備を行った区画整理

 道路で分断された街区の統合による土地の高度利用を実現するとともに、付け替えた道路用
地を広場として再編することで市街地環境も改善

【細分化された街区の再編成と既存公共空間の有効利用】

幹線道路からの通り抜
け道路ともなっていた
22ｍ道路

付け替えた道路用地
を広場として再編整備

従前の地区の状況 従後の地区の状況 4



渋谷二丁目21地区の概要

【東京都渋谷区】
 施行面積：約１．０ha
 施行期間：平成２０～２４年
 施 行 者：個人
 事 業 費：約２．６億円

事業の特徴

渋谷駅直近にありながら細分化された狭小敷地の多い地区で、

東急文化会館が閉館した跡地を活用し、区画整理事業を実施

区道により分断された２つの街区を統合し大街区化

公共施設の整備改善、宅地の利用増進

整備状況

事例③-2：細分化された街区の再編と敷地整序を行った区画整理

 細分化された駅前の街区の再編と敷地の整序を行うことで、公共施設の整備改善と宅地の利用を増
進し、都心にふさわしい一体的な市街地形成を促進

従前 従後
２つに分断されてい
た 街 区 を 統 合 し
大街区化

まとまった面積の跡地を活用

区道を拡幅用地とし
て付替え、建物内に
開放通路を設置

【細分化された街区の再編成と既存公共空間の有効利用】
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藤井寺市藤井寺駅北地区の概要

【大阪府藤井寺市】
 施行面積：約１．６ha
 施行期間：平成２５～３０年
 施 行 者：個人
 事 業 費：約５．６億円

事業の特徴

駅前の商業施設の建て替えにあわせ、地区中央を南北に通る市

道の一部区間を廃止し敷地を一体化

廃止した市道分を、大街区周辺の道路の拡幅に付け替え

民地のセットバックと一体的に連続した歩行空間を確保

駅前の都市基盤の再編・土地の有効活用を実現

整備状況

事例③-3：公共施設の再配置と街区の再編を行った区画整理

 大型商業施設の建て替えにあわせて、市道の付け替えにより一体的に活用可能な大規模敷地を創
出し、賑わいや魅力ある街並みを形成

敷地の一体化

市道の

付け替え

市道

【細分化された街区の再編成と既存公共空間の有効利用】
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篠崎駅西部（第4期）地区の概要

【東京都江戸川区】
 施行面積：約５．１ha
 施行期間：平成２３～３４年度（予定）
 施 行 者：江戸川区
 事 業 費：約１０．９億円

事業の特徴

行き止まり道路を接続する最小限の基盤整備を実施

区画道路沿道の空地等を活用して小公園を複数配置

事例④-1：最小限の基盤整備による修復型の区画整理

 既存道路を極力活用した行き止まり道路の解消など最小限の基盤整備により市街地環境改善を推
進

既設道路を接続するため、道路を
新設し、行き止まり道路を解消

区画道路沿道の空地等を活用して

小公園を複数配置

【大幅な更新を伴わない既成市街地の修復】

整備状況

道路新設箇所
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堀江・猫実Ｂ地区の概要

【千葉県浦安市】
 施行面積：約２．１ha
 施行期間：平成２０～２６年
 施 行 者：浦安市
 事 業 費：約４９億円

事業の特徴

市による先行買収を進め、主要道路用地や換地先などに活用し

つつ、地権者の合意形成を踏まえながら、段階的に道路整備、

宅地整序（再築による集団移転を基本）を推進

整備状況

事例⑤-1：基盤整備等にあわせ段階的に市街地改善を行った区画整理

 延焼遮断機能が期待される主要道路整備と併せた密集市街地の改善に向け、地区を４つのブ
ロックに分け、段階的に整備を行うことで早期実現を行った事業

【工夫を凝らした密集市街地の解消】

従前土地利用現況図 段階的工事箇所

地区を４つのブロックに分け、

段階的に整備を実施
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根岸三丁目中央地区の概要

【東京都台東区】
 施行面積：約０．３ha
 施行期間：平成２１～２４年
 施 行 者：都市再生機構（個人同意施行）
 事 業 費：約０．５億円

事業の特徴

先行して整備された防災公園及び通り抜け道路に接続するため、

基盤施設整備を実施

従前居住者用賃貸住宅制度を活用し、移転が必要になる借家人

の移転先を区有地に確保

 ３年半という短期間で事業を実施

整備状況

事例⑤-2：公有地を活用した区画整理による密集市街地改善

 密集市街地の改善、必要な都市基盤施設整備を行うため、公有地を活用して移転が必要となる従前
居住者向けの賃貸住宅を整備して円滑に推進した事業

【工夫を凝らした密集市街地の解消】

従前の地区の状況 従後の地区の状況 9



太子堂円泉ヶ丘地区の概要

【東京都世田谷区】
 施行面積：約０．２ha
 施行期間：平成１９～２１年度
 施 行 者：都市再生機構（個人同意施行）
 事 業 費：約０．３億円

事業の特徴

区が行う密集事業による道路整備のうち、建物補償等を除く部

分を都市再生機構が受託し、道路用地確保部分のみを土地区

画整理事業により整備することで事業の軽量化を図り、密集事

業全体の円滑な推進を実現

整備状況

事例⑤-3：連鎖的な密集改善の中で敷地整序を行った区画整理

 太子堂三丁目地区の密集事業における道路整備に際して、自治体と都市再生機構の役割分担
の下、区画整理を活用することで道路付け替えと敷地の整序を実施

【工夫を凝らした密集市街地の解消】
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中須賀地区の概要

【高知県高知市】
 施行面積：約８．１ha
 施行期間：平成２６～４６年
 施 行 者：高知市
 事 業 費：約１３３億円

事業の特徴

分散配置の計画とされていた公園を、地権者等の意向を踏まえ、

地区中央に集約し一時的な避難場所としての機能を備えた公園

に変更

代替住宅に対応した都市再生住宅を、隣接する事業とともにまと

めて整備

整備状況

事例⑤-4：柔軟な計画変更により密集改善を行っている区画整理

 住民意向を踏まえた基盤施設計画の変更、複数の区画整理事業に対応した都市再生住宅整備など
円滑な密集市街地改善を図っている事業

住宅市街地総合整備事業と土地区画整理事業の位置図

公園を集約して、一時的
な避難場所となり得る
機能を備えた公園として
整備

計画

現状

代替住宅に対応した
都市再生住宅を
隣接する事業とともに
まとめて整備

中須賀地区

【工夫を凝らした密集市街地の解消】
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平松本町第三地区の概要

【栃木県宇都宮市】
 施行面積：約３．９ha
 施行期間：平成２２～２６年度
 施 行 者：宇都宮市
 事 業 費：約４.７億円

事業の特徴

区画整理にあわせて地籍調査を行い、全宅地について実測した

地籍を基準地籍として事業を実施

 あわせて、道路や下水道など一部基盤施設も整備

現道を生かして建物移転補償費を抑制し、低減歩、短期間、低

予算で実施

整備状況

事例⑥-1：公共施設整備とあわせて地籍整備を行った区画整理

 道路や下水道等の基盤施設が脆弱な住宅地について、土地区画整理事業と合わせて地籍調査を
実施し、基盤整備とともに公図混乱の解消を行った事業

【公図混乱地区の解消】

従前の地区の状況 事業計画図

地区界沿いの水
路は機能が残さ
れているが、青地
は隣接者が使用

公図と現地で民民
界が不一致

水路

青地
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中央第二地区の概要

【群馬県高崎市】
 施行面積：約７２ha
 施行期間：平成１０（２４年変更）～４５年
 施 行 者：高崎市
 事 業 費：約１３４億円

事業の特徴

事業区域の一部で合意形成が難航していたことから、先行して

事業を行う地区と10年間事業凍結し、その間に権利者の合意形

成を進める地区に分けて事業を実施

碁盤の目状に新規道路を配置する計画から、現道を活かした道

路計画へと見直し

整備状況

事例⑦-1：地区を分割し段階的に実施している区画整理

 事業区域の一部で合意形成が難航していたため、事業を先行する地区、事業を止める地区に
分割し、現道を活かした事業へと変更することにより合意形成を進め、再開した事業

先行地区

先行して事業を実施

基盤整備、仮換地まで完了

凍結地区

１０年間事業を凍結し、権利

者の合意を進めてきた

平成２４年度から事業を再開

現道を生かした計画へと

見直し

当初の事業計画図 見直し後の事業計画図

停滞していた

事業を推進

【事業停滞地区の見直し】

13



岩沢北部地区の概要

【埼玉県飯能市】
 施行面積：約１７．８ha
 施行期間：平成６（２１年変更）～４０年
 施 行 者：飯能市
 事 業 費：約７２億円

事業の特徴

一部仮換地指定を行い公共施設整備済みの区域を含め、未建

築地がまとまっている区域を中心に、事業区域を44haから18ha

に縮小

区画整理事業から除外した区域は地区計画を定め公共施設整

備を担保

整備状況

事例⑦-2：未建築地等を中心とした区域の見直しを行った区画整理

 認可後、10年以上を経ても一部工事着手に止まっていた地区について、未建築地を中心とした事業
区域へと見直し、区域縮小を行った事業

【事業停滞地区の見直し】

当初
事業区域

見直し後
事業区域

事業から除外した区域

は、地区計画により公共

施設整備を担保

事業区域を

44haから18haに縮小

碁盤の目状に新規道
路を配置する計画か
ら 現道を生かした道
路計画へと見直し
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東長崎平間・東地区の概要

【長崎県長崎市】
 施行面積：約２９．９ha
 施行期間：平成１４（２３年変更）～

３３年度
 施 行 者：長崎市
 事 業 費：約１０５億円

事業の特徴

 事業停滞により約32億円の収支不足との試算を受け、斜面地

など工事費が高くなる地区、工事未着手・仮換地未指定地を区

域から除外

 これにより事業区域は約５９haから約３０haに、事業費は約１５

１億円から約１０５億へと縮小、削減

整備状況

事例⑦-3：事業収支を確保するため区域を縮小した区画整理

 事業停滞による収支バランス悪化等を考慮し、事業の早期完了を目指して、事業区域の見直
しを行った事業

【事業停滞地区の見直し】

従前の地区の状況 事業区域の見直し 見直し後の事業計画図

事業区域を

59haから

30haに縮小

見直し後の

事業区域

見直し前の

事業区域
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